
1　申請区分
　（１）　建設工事　・　・　・　・　・　　建設業法に規定される土木、建設、電気等の２９種類
　（２）　設計､調査及び測量業務 ・  ・　　測量、地質調査、建設コンサルタント、水質・大気分析等
　（３）　その他の業務
　　　　ア　土木施設維持管理業務　・　・　苑地維持管理業務のみ　
　　　　イ　その他の委託業務　・　・　・　清掃、警備、廃棄物処理業、保守、点検等

２　提出書類

　組合様式
（官公需計算①、②）

　

　組合様式4-2号 　工事経歴書（直前２年） ― ― ―

　組合様式

　組合様式

8-2号

9-1～
9-3号

　役員名簿
（中小企業等共同組合等に限る）

○ ○ ○8-1号

　入札参加資格審査申請受付票 

4-1号

7-1号
7-2号

6号

5号

2-1号

2-2号

3号

様式

○

　決算報告書（収支内訳表）                         　 ―

―

○

1-1号
1-2号

　経営事項審査の総合評定値通知書の写し

※３

　許可通知書又は許可証明書の写し（申請日現在有効なもの）

申　請　区　分　

　身分(元)証明書及び住民票の写し
（個人事業者に限る。）

　履歴事項全部証明書（商業登記簿謄本）の写し
（法人でない場合は、事業証明書）

　後見登録されていないことの証明書の写し
（個人事業者に限る。）

　建設業労働災害防止協会加入証明書の写し

　登録通知書又は登録証明書の写し

○
　組合員名簿
（中小企業等共同組合等に限る）

　官公需適格組合資格審査数値計算表
（官公需適格組合のみ）

　経営事項審査の総合評定値通知書の写し(組合と組合員のもの)
（中小企業等共同組合等に限る）

○

　建設業許可通知書又は許可証明書の写し
（申請日現在有効なもの）

○

○ ○

―

―

―○

―

○○

　提出要項参照

　建設工事請負共通情報 ―

―

　更新中の場合は、更新前許
可通知書（証明書）と行政庁
の受理印のある更新申請書の
写しを提出してください。

―

―

○

○

○ ― ― ―

―

―

○

○

○

―

○

○

○ ○ ○ ○
　免税事業者の場合も、必ず
提出してください。

○ ―

○ ○ ○

　許可行政庁の受理印が
押印されているもの

○

　申請日現在有効なもので、
複数ある場合は最新のもの

　組合様式

― ―

○

―

　組合様式

○

○ ○

○

○

　免税事業者の場合
も、必ず提出してくだ
さい。

○

○

○

○

○ ○

　契約を締結する能力がある
かどうかを確認する書類

○

―

　組合様式

○

○

　法律上必要とするもののみ

○

○

提　出　書　類　一　覧

○

　組合様式

　組合様式

―

　加入している場合は提
出してください。

　組合様式

　組合様式

○

―

○ ○ ○

　 提出要項参照
　（法律上必要とするもの）

申請日前直近の１事業年度分
（決算手続が終了したもの）

○

○

― ―

○

※２

○―

○

○ ○

○

―

―

―

その他の業務

　調査・設計・測量共通情報

　業務経歴書（直前２年）

　資格証明書の写し

　建設業許可申請書（表紙）及び別表（別紙二）の写し

○　入札参加資格審査申請書 ○ ○ ○

―

　委任状（代理人を置く事業者が申請する場合）

　使用印鑑届

　所得税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書の写し
（個人事業者に限る。納税証明書「その３の２」の写し） ※１

　法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書の写し
（納税証明書「その３の３」の写し）　　　　　　　　　 ※１

備　　　　考土木施設
苑地のみ

その他
委託業務

建設工事 設計等

― ― ―

　官公需適格組合証明書
（官公需適格組合のみ）

○ ― ―

　書　類　名　称　・　添　付　書　類

　組合様式10号 　誓約書 ○ ○ ○ ○

　建設工事請負個別情報 ○

　組合様式チェックリスト ○ ○ ○ ○



※備　考
　（１）　提出書類は、組合様式で提出すること。ただし、北本地区衛生組合入札参加資格審査申請受付票（組合様式）以外は組合
　　　　様式で示した項目内容を満たしていれば、他の様式を用いても受付します。
　（２）　物品納入等は、別に用意する組合様式で申請してください。
　（３）　官公需適格組合については、上記提出書類のほかに官公需適格組合証明書（写）も提出してください。
　（４）　各証明書等については、申請日の３月以内に証明されたものを添付してください。
　（５）　提出書類に変更が生じた場合は、速やかに変更届けを提出してください。
　（６）　決算書は、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書（又は利益処分計算書か損失処理計算書）を提出してください。

※２　後見登録されていないことの証明は、成年被後見人、被保佐人、被補助人とする記録がないことの証明書を受けてください。
　　　証明書は、申請日３ヶ月以内のものを提出してください。
※３　入札参加資格審査申請受付票（様式9－1号～様式9－3号）については、ファイルにとじ込まずに提出してください。

※１　「納税証明書（その１）」で、受け付けることはできません。
　　「その１」は当該年度のみ（単年度）の証明です。このため、「その１」では、証明時点で未納がないということを確認することが
　　できません。そのため、入札参加資格審査では「その１」ではなく、「その３の２」又は「その３の３」を提出してください。



　北本地区衛生組合管理者

　次の業務　※(１ 建設工事､２ 設計・測量・コンサルタント､３ その他の業務 )の入札に参加したいので、指定の書類を添えて入札参加資格の

審査を申請します。なお、この入札参加資格審査申請書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

　※　申請区分を○で囲んでください。

Ｆ　Ａ　Ｘ

－

Ｆ　Ａ　Ｘ

年

千円

メールアドレス

実績情報
資 本 金

営 業 年 数

千円 自 己 資 本 額

所 在 地

事 業 所 名

申請事業所代表者の役職名

フ リ ガ ナ

代 表 者 名

電 話 番 号

市 町 村 名

字 等

ビ ル 名

商 号 又 は 名 称

代 表 者 役 職 名

フ リ ガ ナ

代 表 者 名

電 話 番 号

令和８・９・１０年度入札参加資格審査申請書 様式１－１号

本
店
又
は
主

た
る
営
業
所

の
所
在
地

都 道 府 県 名

申
請
事
業
所

郵 便 番 号

法人番号（法人の場合）１　法人　　　２　個人
主
た
る
営
業
所
の
商
号
等

法人又は個人の区分

フ リ ガ ナ



Ｆ　Ａ　Ｘ

担 当 者 名

行政書士押印欄

電 話 番 号

所属事務所等

様式１－２号

電 話 番 号

令和８・９・１０年度入札参加資格審査申請書

※この番号は申請時の連絡のみに使用します。

申請事務担当者

行 政 書 士 名

メールアドレス

Ｆ Ａ Ｘ



　北本地区衛生組合管理者

 印

契約時

使用印

を押印

　１　委任事項
　（１）入札参加資格申請に関すること。
　（２）入札及び見積りに関すること。
　（３）契約締結に関すること。
　（４）契約履行に関すること。
　（５）代金の請求及び受領に関すること。
　（６）復代理人の選任に関すること。
　（７）前各号に付帯する一切のこと。

　２　委任期間
　（１）については、

　（２）～（７）については、

　３　その他
　※この様式は、申請事業所の代表者が代表取締役以外の場合の使用印鑑届を兼ねて
　　います。

様式２－１号

委　任　状

 令和　　 年　　月　　日

主 た る 営 業 所
の 所 在 地

商 号 又 は 名 称
委　任　者

代 表 者 役 職 名

代 表 者 名

　私は、以下の者を代理人と定め、下記（１）から（７）の権限を委任します。

代 理 人 を 置 く
営業所の所在地

商 号 又 は 名 称

受　任　者
事 業 所 名

代 理 人 役 職 名

　　　　令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで

代 理 人 の 氏 名

記

契 約 時 使 用 印 鑑

　　　　申請日から令和１１年３月３１日まで



　北本地区衛生組合管理者

　（１）入札参加資格申請に関すること。
　（２）入札及び見積りに関すること。
　（３）契約締結に関すること。
　（４）契約履行に関すること。
　（５）代金の請求及び受領に関すること。
　（６）前各号に付帯する一切のこと。

注意事項
　（１）この様式は、申請事業所が本店であって、その代表者が代表権を持つ役員である場合

　　　に使用してください。

　（２）（代表）取締役印（実印）を使用する場合は左右２か所に同じ印を押印してください。

　（３）申請事業所が本店の（代表）取締役以外の場合には、「委任状」の様式により提出し

  　　てください。（この場合、本様式の提出は不要です。）

　（４）代表取締役間で委任を行う場合には、「委任状」の様式により提出してください。

　  　（この場合、本様式の提出は不要です。）

様式２－２号

 　使 用 印 鑑 届

 令和　　 年　　月　　日

商号又は名称

申請事業所名

主たる営業所の
所在地

代表者役職名

代 表 者 氏 名

　私は、下記の印鑑を次の下記（１）～（６）について使用します。

代　表　者　印（実印） 使　用　印　鑑



人

年 月 日

【都道府県コード一覧表】

コード 大臣・知事名

00 国土交通大臣
01 北海道知事
02 青森県知事
03 岩手県知事
04 宮城県知事
05 秋田県知事
06 山形県知事
07 福島県知事
08 茨城県知事
09 栃木県知事

10 群馬県知事

11 埼玉県知事

12 千葉県知事
13 東京都知事
14 神奈川県知事
15 新潟県知事 31 鳥取県知事 47 沖縄県知事

様式３号

29 奈良県知事 45 宮崎県知事
30 和歌山県知事 46 鹿児島県知事

27 大阪府知事 43 熊本県知事

28 兵庫県知事 44 大分県知事

25 滋賀県知事 41 佐賀県知事

26 京都府知事 42 長崎県知事

23 愛知県知事 39 高知県知事
24 三重県知事 40 福岡県知事

21 岐阜県知事 37 香川県知事
22 静岡県知事 38 愛媛県知事

19 山梨県知事 35 山口県知事
20 長野県知事 36 徳島県知事

17 石川県知事 33 岡山県知事
18 福井県知事 34 広島県知事

コード 大臣・知事名 コード 大臣・知事名

16 富山県知事 32 島根県知事

審 査 基 準 日 令和
※経営事項審査の総合評定値通知書の審
査基準日を記入します。

監 理 技 術 者 数

建設業労働災害防
止協会加入の有無

０　　無 １　　有
※「1　有」の場合は加入証明書を必ず提出し
てください。

建 設 工 事 請 負 共 通 情 報

許 可 番 号

都道府県コード 許可番号（６桁）

※申請日現在有効な建設業許可番号を記
入します。



（業務の種類）

記載要領

１ 実績がない場合は、提出は不要です。
２ 入札参加を希望する設計・調査・測量業務及び維持管理業務の申請業務ごとに１枚で作成すること。２枚以上提出しても受領しません。
３ 申請しようとする日から直前２年間の主な完了業務及び直前２年間に着手した主な完了業務について、申請業務ごと１０件以内で記載すること。特に記載

する基準はないので、アピールしたい業務等自由に記載すること。過去２年間の全ての業務経歴を提出する必要はありません。

様式４－１号

月

月

千円 月年

年

年 月

年

年

月

月千円

月

千円 年

年 月 年

年 月

千円

年 月千円

月 年 月

月

千円 年

月 年

月

千円 年

年 月 年

年 月

千円

年 月

年 月

千円

年 月

（消費税抜き）

千円

商号又は名称

業　　務　　経　　歴　　書

注　文　者 業　　務　　名 業　務　分　類　名

期　　間

委託代金の額
開始年月

完了又は
完了予定年月



（建設工事の種類） 工事

（金額は消費税抜き）

主任
技術者

監理
技術者

記載要領

１ 実績がない場合は、提出は不要です。
２ 入札参加を希望する建設工事の申請工事業種ごとに１枚で作成すること。２枚以上提出しても受領しません。
３

４ 下請の場合は、「発注者」の欄には元請業者名を記載し、「工事名」の欄には下請工事名を記載すること。
５ この表と記載要領は、建設業法に基づく事業年度終了報告書（変更届出書）及び経営規模等評価申請書等の諸手続に使用することはできません。

６ 「ＪＶの別」の欄は、共同企業体（ＪＶ）として行った工事であれば「ＪＶ」と記載してください。

工　　事　　経　　歴　　書

注　文　者

元請
又は
下請
の別

JV
の
別

工　　事　　名
工事現場のある
都道府県及び市

区町村名

配　置　技　術　者 請 負 代 金 の 額 工　　期

氏　名

主任技術者又は監理技
術者の別（該当箇所に

レ印を記載）

うち、
 ・ＰＣ
 ・法面処理
 ・鋼橋上部

着工年月
完成又は

完成予定年月

千円 千円 年 月 年 月

千円 千円 年 月 年 月

千円 千円 年 月 年 月

千円 千円 年 月 年 月

千円 千円 年 月 年 月

千円 千円 年 月 年 月

千円 年 月千円 月年

千円 年 月千円

月

年 月

千円 千円 年 月年

千円

申請しようとする日から直前２年間の主な完成工事及び直前２年間に着手した主な未完成工事について、申請工事業種ごと１０件以内で記載すること。特に記載
する基準はないので、アピールしたい工事や特殊な工事等自由に記載すること。過去２年間の全ての工事経歴を提出する必要はありません。

年 月

商号又は名称

様式４－２号

年 月千円



１　登録情報

日年 月

　補償コン
　サルタン
　ト登録

総合補償 有り 無し

補償関連 有り 無し

日

※　この様式には会社全体の情報を記入してください。申請事業所ごとの情報ではありません。

※　１は申請日現在、２及び３は、審査基準日（直近の決算日で、決算手続きが完了しているもの）現在で記入してください。

※　登録状況「有り」としたものは、登録情報を証明する書類を提出してください。

※　申請する事業所で★印の登録がない場合は、関連する業務を申請できません。（詳細は「申請の手引き」を確認してください。）

年 月

月 日

下水道 有り 無し

年

日

上水道及び工
業用水道

有り 無し

年 月

日

鉄道 有り 無し

年 月

月 日

道路 有り 無し

年

日

電力土木 有り 無し

年 月

日

港湾及び空港 有り 無し

年 月

 建設コン
 サルタン
 ト登録

河川、砂防及
び海岸・海洋

有り 無し

月 日年

月 日年事業損失 有り 無し

月 日年
営業補償・特
殊補償

有り 無し

月 日年
物件及び機械
工作物

有り 無し

月 日年

月 日

土地評価 有り 無し

年

日

土地調査 有り 無し

年 月

月 日

　地質調査
　業者登録

地質調査 有り 無し

年

日

建築士事
務所登録★

建築関連コン
サルタント

有り 無し

年 月
　測量業者
　登録★

測量 有り 無し

様式５号

設　　計　・　調　　査　・　測　　量　　共　　通　　情　　報

登録業務名 部　　門 登録状況 登録番号 登録機関名
登録・更新年月日

（西暦）



登録業務名 部　　門 登録状況 登録番号 登録機関名
登録・更新年月日

（西暦）

２　職員数

千円人人人人人

設計･調査･測量業務に係る常勤役員・使用人 ④設計･調査･測量
業務以外に係る常
勤役員・使用人

⑤総職員数（会社
全体）

【③＋④】
年間平均業務実績高

①技術職員 ②その他 ③計【①＋②】

※　この様式には会社全体の情報を記入してください。申請事業所ごとの情報ではありません。

※　１は申請日現在、２及び３は、審査基準日（直近の決算日で、決算手続きが完了しているもの）現在で記入してください。

※　登録状況「有り」としたものは、登録情報を証明する書類を提出してください。

※　申請する事業所で★印の登録がない場合は、関連する業務を申請できません。

月 日年計量証明事業者登録★ 有り 無し

月 日年不動産鑑定業者登録★ 有り 無し

月 日年
その他の建設
コンサルタン
ト

有り 無し

月 日年建設環境 有り 無し

月 日年建設機械 有り 無し

月 日年
施工計画、施
工設備及び積
算

有り 無し

月 日年トンネル 有り 無し

月 日年
鋼構造及びコ
ンクリート

有り 無し

月 日年土質及び基礎 有り 無し

月 日年地質 有り 無し

月 日年
都市計画及び
地方計画

有り 無し

月 日年

月 日

造園 有り 無し

年

日

森林土木 有り 無し

年 月

 建設コン
 サルタン
 ト登録

農業土木 有り 無し



％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

・申請業種を記入の上、申請業種に係る工事の希望の有無、実績割合を記入してください。

・「希望しない工事」欄には、希望しない工事がある場合も無い場合も必ず数字（無い場合は「０」）を記入してください。

・経営事項審査を受けていない業種、申請事業所で建設業許可を受けていない業種は申請できません。

・「電気工事業」「管工事業」「電気通信工事業」「消防施設工事業」の一部の工事については、資格がないと申請できません。

割合合計

様式６号

希望しない工事

割合合計

５

希望しない工事

割合合計

４

希望しない工事

割合合計

３

希望しない工事

割合合計

２

希望しない工事

１

建設工事請負個別情報

業種名 工事名 実績高割合 資　　格　　情　　報 備　考



№

1 －

2 －

3 －

4 －

5 －

6 －

① ② ③ ④ ⑤

1

2

3

4

5

6

数値
特例

① ② ③ ④ ⑤

1

2

3

4

5

6

数値
特例

商号又は名称 許　可　業　者 自己資本額（千円） 利益額（千円）
経営状況
評点（Y）

社会性等
評点（W）

№

建　設　工　事　の　種　類　別　年　間　平　均　元  請  完　成　工　事　高　（千円）

様式７－１号

組合の名称

建　設　工　事　の　種　類　別　年　間　平　均　完　成　工　事　高　（千円）

特 例 適 用 後 数 値

№

官 公 需 適 格 組 合 資 格 審 査 数 値 計 算 表



1

2

3

4

5

6

数値
特例

1

2

3

4

5

6

数値
特例

　

№
① ②

二級二級二級 その他 一級 （講習受講） 基幹

③

一級 （講習受講） 基幹

№

④ ⑤

一級 （講習受講） 基幹 二級 その他

その他一級 （講習受講） 基幹

様式７－２号

組合の名称

その他

官 公 需 適 格 組 合 資 格 審 査 数 値 計 算 表

建　設　工　事　の　種　類　別　技　術　職　員　数

その他一級 （講習受講） 基幹

建設工事の種類別技術職員数

二級



様式８－１号

　役員名簿
組合の名称：

商号又は名称 役職名

所　属　事　業　者
氏名 備考組合役員名



様式８－２号

組合の名称

所在地

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

※　記入組合員は全組合員を対象とします。
　　組合員名が個人の場合は個人名を、法人である場合は法人名を記入してください。

　組合員名簿

代表者名組合員名　　　※



　してください

〒 －

ここから下の欄は記入しないでください。
建設工事

入札参加資格審査申請書 建設業労働災害防止協会加入証明書（写）

商業登記簿謄本(事業証明書)（写） 工事経歴書（直前２年間）

納税証明書(法人税､県税､消費税等)(写） 建設工事請負個別情報

委任状・使用印鑑届（組合様式） 官公需適格組合証明書（官公需適格組合のみ）（写）

建設工事請負共通情報 官公需適格組合資格審査数値計算表（官公需適格組合のみ）

経営事項審査結果通知書（写） 役員名簿及び組合員名簿（中小企業等協同組合のみ）

許可通知書又は許可申請書（写） 後見登録されていないことの証明書（個人事業主のみ）（写）

資格証明書（写） 身元（分）証明書及び住民票（個人事業主のみ）（写）

誓約書

◎

点 点 点

点 点 点

建設業の経理の状況 研 究 開 発 の 状 況 評　　　　　点

点

建設工事の担い手の育成及び
確保に関する取組の状況 建設業の営業継続の状況 防災活動貢献の状況 法 令 遵 守 の 状 況

特定
一般

特定
一般

一般
特定
一般
特定

特定
一般

区分 １級 ２級 他
許可

希望する建設工事の種類
総合評点
（Ｐ）

希 望 す る 業 種
２又は３年間平均（千円）

技術職員数（人）

令和 　　年　　月　　日

経 営 事 項 審 査 基 準 日
◎ 建設工事

千円２又は３年間平均実績高千円

年間平均完成工事高
資本金

電　話
氏　名 氏　名
・ フリガナ代

理
人
を

置
く
場
合

名　称 営業所名 役職名

所在地

電　話

代表者氏名

本店所在地

商
　
号

カ　ナ

漢　字

様式９－１号

北本地区衛生組合入札参加資格審査申請受付票

受 付 番 号 頭 文 字 ※　この受付票はファイルにとじ込まずに提出 整理番号



　してください

〒 －

(２年間平均実績高)

設計・測量・コンサルタント等委託業務

年

人

人

人

ここから下の欄は記入しないでください。

委託業務
入札参加資格審査申請書 決算報告書(申請日前直近の１事業年度分･決算手続が終了したもの)

商業登記簿謄本(事業証明書)（写） 役員名簿及び組合員名簿（中小企業等協同組合のみ）

納税証明書(法人税､県税､消費税等)(写） 身元（分）証明書及び住民票（個人事業主のみ）（写）

委任状・使用印鑑届（組合様式） 後見登録されていないことの証明書（個人事業主のみ）（写）

業務経歴書（直前２年間） 誓約書

設計・調査・測量共通情報

登録通知書又は登録証明書（写）

この受付票は、「設計・測量・コンサルタント等委託業務」用です。

様式９－２号

直前２年間の年間平均実績高（千円） 申請業務に係る

千円

年間平均完成工事高

千円

建設コンサルタント

計 量 証 明 事 業 者
補償コンサルタント

測 量 業 者
建 築 士 事 務 所
地 質 調 査 業 者

　　　　　　　　　　　　　　

所在地

地 質 調 査

登録証明書等から記入

希 望 業 務

氏　名

本店所在地

代表者氏名

商
　
号

カ　ナ

漢　字

北本地区衛生組合入札参加資格審査申請受付票

※　この受付票はファイルにとじ込まずに提出

営業所名

受 付 番 号 頭 文 字

代
理
人
を

置
く
場
合

名　称
・

営 業 年 数

その他（　　　　　　　）

（うちし尿処理部門）

測 量

建設コンサルタント

◎

建築関連コンサルタント

補償コンサルタント
その他（　　　　　　　）

技術職員数

そ の 他

総 職 員 数

不 動 産 鑑 定 業 者登
録
等

氏　名

電　話
役職名
フリガナ

整理番号

資本金

◎

電　話



　してください

〒 －

(２年間平均実績高)

その他委託業務

年

人

ここから下の欄は記入しないでください。

その他の委託業務
入札参加資格審査申請書 決算報告書(申請日前直近の１事業年度分･決算手続が終了したもの)

商業登記簿謄本(事業証明書)（写） 許可通知書又は許可申請書（法律上必要のみ）（写）

納税証明書(法人税､県税､消費税等)(写） 役員名簿及び組合員名簿（中小企業等協同組合のみ）

委任状・使用印鑑届（組合様式） 身元（分）証明書及び住民票（個人事業主のみ）（写）

業務経歴書（直前２年間） 後見登録されていないことの証明書（個人事業主のみ）（写）

登録通知書又は登録証明書（法律上必要のみ）（写）誓約書

直前２年間の年間平均（千円）

この受付票は、「その他委託業務」用です。

総職員数

◎

苑地維持管理

機械保守点検

エレベータ保守点検

営業年数

申請業務に係る

自動ドア保守点検

音響設備保守点検

消防設備保守点検

一 般 廃 棄 物 処 理

◎

許
可
・
登
録
等

警 備

資本金

北本地区衛生組合入札参加資格審査申請受付票

受 付 番 号 頭 文 字

施設運転維持管理

印　　　　　刷

一般廃棄物処理

清　　　　　掃

希望業種

商
　
号

情報システム管理

建 築 物 環 境 衛 生 管 理

産業廃棄物処理

文　書　管　理

事務機器保守点検

警　　　　　備

直前２年間の年間平均（千円）

カ　ナ

漢　字

名　称
・

氏　名 氏　名

本店所在地

フリガナ

　　　　　　　　　　　　　　

営業所名
代
理
人
を

置
く
場
合

代表者氏名

所在地

年間平均完成工事高

電　話

建 築 物 空 気 環 境 測 定
建 築 物 清 掃
産 業 廃 棄 物 処 理

千円

※　この受付票はファイルにとじ込まずに提出

千円

役職名
電　話

施設運転維持管理
(し尿処理部門)

様式９－３号

希望業種

整理番号



　北本地区衛生組合管理者

代表者印

（実印）

（１）自らが、暴力団、暴力団関係者、暴力団関係企業、総会屋もしくはこれらに準ずる
　　　者またはその構成員(以下総称して「反社会的勢力」という。)ではないこと。
（２）自らの役員(取締役、執行役、業務を執行する社員またはこれらに準ずる者をいう。)
　　　が反社会的勢力ではないこと。
（３）自らの経営に反社会的勢力が実質的に関与していないこと。

（４）自らが、反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与

　　　をしていないこと。

（５）その他、自らが反社会的勢力と社会的に非難されるべき関与を有していないこと。

　当社（私）は、下記の事項について相違ないことを誓約します。

様式１０号

誓　　　　約　　　　書

 令和　　 年　　月　　日

商号又は名称

住 所

代表者役職名

代 表 者 氏 名



チェックリストを使用し、提出書類を確認のうえ申請を行ってください。

1　提出の際の注意
　（１）申請する区分ごとにファイルを分けて提出してください。
　（２）このチェックリストも申請する区分ごとに作成し提出してください。
　（３）申請区分ごとにチェック欄が網掛け（塗りつぶし）になっている書類については、提出の必要はありません。

２　提出書類一覧

　組合様式
（官公需計算①、②）

　

様式
申　請　区　分　

　組合様式

備　　　　考
　書　類　名　称　・　添　付　書　類

1-1号
1-2号

　入札参加資格審査申請書

　法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書の写し
（納税証明書「その３の３」の写し）　　　　　　　　　 ※１

　免税事業者の場合も、必ず提出
してください。

　履歴事項全部証明書（商業登記簿謄本）の写し
（法人でない場合は、事業証明書）

　契約を締結する能力があるかどうかを確
認する書類

　身分(元)証明書及び住民票の写し
（個人事業者に限る。）

　所得税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書の写し
（個人事業者に限る。納税証明書「その３の２」の写し） ※１

　後見登録されていないことの証明書の写し
（個人事業者に限る。）

 ※２

　免税事業者の場合も、必ず提出してくだ
さい。

2-1号 　委任状（代理人を置く事業者が申請する場合） 　組合様式

　組合様式

3号 　建設工事請負共通情報 　組合様式

2-2号 　使用印鑑届

　更新中の場合は、更新前許可通知書（証
明書）と行政庁の受理印のある更新申請書
の写しを提出してください。

　建設業許可申請書（表紙）及び別表（別紙二）の写し

　経営事項審査の総合評定値通知書の写し

　提出要項参照

　許可行政庁の受理印が押印されてい
るもの

　申請日現在有効なもので、複数ある場合
は最新のもの

　建設業許可通知書又は許可証明書の写し
（申請日現在有効なもの）

　建設業労働災害防止協会加入証明書の写し
　加入している場合は提出してくださ
い。

　資格証明書の写し

　組合様式

4-1号 　業務経歴書（直前２年）

5号 　調査・設計・測量共通情報

　組合様式

4-2号 　工事経歴書（直前２年）

　組合様式

　登録通知書又は登録証明書の写し
　提出要項参照
　（法律上必要とするもの）

　申請日前直近の１事業年度分（決算手続
が終了したもの）

　許可通知書又は許可証明書の写し（申請日現在有効なもの） 　法律上必要とするもののみ

　決算報告書（収支内訳表）                         　

7-1号
7-2号

　官公需適格組合資格審査数値計算表
（官公需適格組合のみ）

6号 　建設工事請負個別情報

　官公需適格組合証明書
（官公需適格組合のみ）

8-1号
　役員名簿
（中小企業等共同組合等に限る）

　経営事項審査の総合評定値通知書の写し(組合と組合員のもの)
（中小企業等共同組合等に限る）

　組合様式

8-2号
　組合員名簿
（中小企業等共同組合等に限る）

　組合様式

　組合様式

10号 　誓約書 　組合様式

9-1～
9-3号

　入札参加資格審査申請受付票 ※３

※２　後見登録されていないことの証明は、成年被後見人、被保佐人、被補助人とする記録がないことの証明書を受けてください。
　　　証明書は、申請日３ヶ月以内のものを提出してください。

チェックリスト

※３　入札参加資格審査申請受付票（様式9－1号～様式9－3号）については、ファイルにとじ込まずに提出してください。

入札参加資格審査申請チェックリスト

その他の
業務

設計等建設工事

チェック欄

　組合様式

※１　「納税証明書（その１）」で、受け付けることはできません。
　　「その１」は当該年度のみ（単年度）の証明です。このため、「その１」では、証明時点で未納がないということを確認することが
　　できません。そのため、入札参加資格審査では「その１」ではなく、「その３の２」又は「その３の３」を提出してください。


